
区　　分
後期高齢者
医療
＋

介護保険

国民健康保険・会社の健康保険など
＋

介護保険

70～74歳(※1） 70歳未満(※2）

現役並み所得者・
上位所得者 67万円 67万円 126万円

一　般 56万円 56万円  67万円

市　民　税
非課税世帯

区分Ⅱ 31万円 31万円
 34万円

区分Ⅰ 19万円 19万円

※計算期間は、8月1日から翌年7月31日までの12カ月
※対象となる世帯に70～74歳の人と70歳未満の人が混在する場合には、まずは70～74歳
の人に係る自己負担合算額に（※1）区分の限度額が適用された後、なお残る負担額と70
歳未満の人の自己負担額を合算した額に（※2）区分の限度額が適用されます

■高額医療・高額介護合算療養費制度の算定基準額

　
「
高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算

療
養
費
制
度
」
は
、
医
療
費
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
の
両
方
を
負
担
す

る
こ
と
で
、
家
計
の
負
担
が
重
く

な
っ
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
負
担

を
軽
減
す
る
た
め
の
制
度
で
す
。

　

1
年
間
に
支
払
っ
た
医
療
保

険
・
介
護
保
険
制
度
の
自
己
負
担

額
の
合
計
が
、
基
準
額
（
下
表
参

照
）
を
超
え
た
場
合
、
支
給
申
請

を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
超
え

た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

■
支
給
の
要
件

　

基
準
日
（
毎
年
7
月
31
日
）
時

点
で
、
国
民
健
康
保
険
、
後
期
高

齢
者
医
療
、
会
社
の
健
康
保
険
な

ど
、
同
じ
医
療
保
険
に
加
入
し
て

い
る
世
帯
員
が
単
位
と
な
り
ま

す
。

　

同
一
医
療
保
険
世
帯
内
で
、
医

療
と
介
護
両
方
に
自
己
負
担
が
あ

る
場
合
に
適
用
と
な
り
ま
す
。

※
同
一
世
帯
で
も
、
異
な
る
医
療

保
険
に
加
入
し
て
い
る
家
族
同
士

は
合
算
で
き
ま
せ
ん

※
す
で
に
高
額
療
養
費
、
高
額
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
と
し
て
支
給
さ
れ

た
分
は
除
き
ま
す

■
申
請
方
法

　

支
給
申
請
は
、
基
準
日
時
点
で

加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
（
国
民

健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
、

会
社
の
健
康
保
険
な
ど
）
で
手
続

き
し
て
く
だ
さ
い
。

　

市
の
国
民
健
康
保
険
・
後
期
高

齢
者
医
療
に
加
入
し
て
い
る
該
当

者
に
は
、
平
成
26
年
1
月
以
降
に

申
請
案
内
を
通
知
し
ま
す
。

　

な
お
、
加
入
し
て
い
る
医
療
保

険
が
変
わ
っ
た
人
に
は
通
知
で
き

ま
せ
ん
。

　

会
社
の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入

し
て
い
る
人
は
、
会
社
で
申
請
の

手
続
き
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す

の
で
、
勤
務
先
に
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

■
申
請
に
必
要
な
も
の

◇
保
険
証

◇
振
込
先
口
座
の
通
帳

◇
印
鑑

問
い
合
わ
せ

市
民
課 

☎
(50)
1
2
2
8

患
者
数
の
状
況

　

平
成
24
年
度
の
患
者
数
の
状

況
は
、
入
院
延
患
者
数
が
3
万

2
5
4
8
人
と
な
り
、
前
年
度
と

比
較
し
て
1
8
9
8
人
減
少
し
、

１
日
平
均
の
入
院
患
者
数
は
4
･
9 

人
減
の
89
・
2
人
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
外
来
延
患
者
数
は
、
11

万
1
8
9
2
人
と
な
り
前
年
度
と

比
較
し
て
1
万
1
7
8
人
増
加

し
、
1
日
平
均
の
外
来
患
者
数
は
、

4
5
6
・
7
人
と
な
り
ま
し
た
。

決
算
の
状
況

　

平
成
24
年
度
の
病
院
総
事
業
収

支
は
、
4
7
2
1
万
3
4
9
9
円

の
純
利
益
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
に
お
け
る
医
業
収
益
は
、

前
年
度
と
比
較
し
て
2
･
6
％
増

の
28
億
7
6
6
1
万
6
5
5
1
円

と
な
り
、
総
事
業
収
益
は
、
1
･
8

％
増
の
32
億
8
3
0
4
万
3
9
1
3

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
一
方
で
支
出
に
お
け
る

医
業
費
用
は
、
前
年
度
と
比
較
し

0
･
8
％
増
の
30
億
4
8
8
2

万
3
9
4
5
円
と
な
り
、
総
事

業
費
用
は
0
･
5
％
増
の
32
億

3
5
8
3
万
4
1
4
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

収
益
で
は
、
主
に
入
院
収
益
の

増
収
、
構
成
市
町
か
ら
の
繰
入
金

お
よ
び
県
補
助
金
、
特
別
利
益
の

計
上
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

費
用
で
は
、
主
に
非
常
勤
医
師

を
増
員
し
た
こ
と
に
よ
る
人
件
費

の
増
額
や
医
療
機
器
の
リ
ー
ス
な

ど
に
要
し
た
賃
借
料
の
増
額
が
経

費
の
増
加
に
つ
な
が
り
ま
し
た
。

事
業
の
状
況

　

平
成
24
年
度
の
施
設
整
備
事
業

は
、
4
6
4
0
万
円
の
資
金
を
投

資
し
、
手
術
室
の
環
境
改

善
対
策
（
第
Ⅰ
期
）
工
事

を
実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、

医
療
機
器
整
備
事
業
で
は
、

電
動
ベ
ッ
ド
10
台
、
透
析
用
チ
ェ

ア
ベ
ッ
ド
、
一
般
Ｘ
線
撮
影
装
置
、

デ
ジ
タ
ル
Ｘ
線
Ｔ
Ｖ
シ
ス
テ
ム
を

整
え
、
地
域
住
民
の
健
康
保
持
や

福
祉
増
進
に
対
し
て
高
度
で
安
定

し
た
医
療
を
提
供
し
て
い
き
ま
す
。

公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画

　

経
営
健
全
化
を
進
め
る
た
め
、

繰
上
償
還
に
係
る
公
営
企
業
経
営

健
全
化
計
画
「
国
保
小
見
川
総
合

病
院
延
長
経
営
健
全
化
計
画
」
を

策
定
し
、
国
の
承
認
を
経
て
、
平

成
24
年
度
に
繰
上
償
還
（
借
り
換

え
）
を
行
い
ま
し
た
。
借
り
換
え

の
効
果
と
し
て
、
借
換
債
を
発
行

す
る
こ
と
に
よ
り
、
8
3
2
8
万

円
の
利
息
を
軽
減
で
き
ま
し
た
。

問
い
合
わ
せ

国
保
小
見
川
総
合
病
院

☎
(82)
3
1
6
1

　地域住民の高齢化への対応や小児救急の充実、産科の
復活など地域医療体制の充実には、中核病院である小見
川総合病院、県立佐原病院と地元医師会、市内医療機関
が連携した取り組みが必要です。
医師の減少による診療休止科の医師の確保対策
　小児救急医療の充実、産科の復活に向けた関係医療機
関への積極的な働きかけと県などに対する要望活動を
行っています。
建て替えの方向性の検討
　病院組合では、小見川総合病院のあり方に係る調査を
実施し、次の5つのパターンを検討しています。
①高度急性期病院 ②地域一般病院 ③長期療養対応病院
④サテライト診療所 ⑤統廃合
具体的な建て替えの案
　医師を確保し、病院経営の安定化を図るため、県立佐
原病院と一部病床を統合、350床から400床程度の統合
病院を設置し、小見川総合病院は統合病院のサテライト
診療所化する案も検討しています。
県との協議
　地域の医療体制・医療資源の現状を踏まえ、地域の実
情に合った医療計画の見直しと、小見川総合病院との一
部病床の統合案を含めた県立佐原病院の充実強化と存続
を要望するなどの協議を行っています。
問い合わせ　健康づくり課　☎(50)1235

地域医療体制の充実と地域医療体制の充実と
小見川総合病院のあり方小見川総合病院のあり方

国
保
小
見
川
総
合
病
院

国
保
小
見
川
総
合
病
院
のの

経
営
状
況

経
営
状
況

医業費用医業費用
30億4,882万円30億4,882万円

(94.2％)(94.2％)

看護学校費看護学校費
7,726万円(2.4％)7,726万円(2.4％)

特別損益特別損益
70万円(0.0％)70万円(0.0％)

介護保険事業介護保険事業
1,666万円(0.5％)1,666万円(0.5％)

支出　32億3,583万円

医業外費用医業外費用
8,374万円(2.6％)8,374万円(2.6％)

看護師養成費看護師養成費
864万円(0.3％)864万円(0.3％)

医業収益医業収益
28億7,662万円28億7,662万円

(87.6％)(87.6％)

医業外収益医業外収益
2億6,373万円2億6,373万円

(8.0％)(8.0％)

収入　32億8,304万円

看護師養成事業収入看護師養成事業収入
7,738万円(2.4％)7,738万円(2.4％)

介護保険事業介護保険事業
1,812万円(0.6％)1,812万円(0.6％)

特別利益特別利益
4,720万円4,720万円
(1.4％)(1.4％)

医療医療とと介護介護のの
負担を軽減負担を軽減

高額医療・高額介護高額医療・高額介護
合算療養費制度合算療養費制度

平成25年12月15日 2広報かとり医療


